
9 2009

バラ

日本の祝日を定めている「国民の祝日に関する
法律」によれば、「その前日及び翌日が国民の祝日である日（国民の祝日でない日に限る）
は、休日とする」と定めています。暦の関係で本年9月がこれに該当し、21日の敬老の日
（9月の第3月曜日）と23日の秋分の日（秋分日）に挟まれた22日が休日になっています。

国民の祝日に挟まれた日は「休日」

国　税／8月分源泉所得税の納付 9月10日
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国　税／10月、1月、4月決算法人の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 9月30日
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健
康
保
険
の
被
保
険
者
が
七
五
歳

（
後
期
高
齢
者
）
に
な
っ
た
途
端
、
給

料
が
変
わ
ら
な
い
の
に
一
部
負
担
金

の
負
担
割
合
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
前
期
高
齢

者
と
後
期
高
齢
者
と
で
は
自
己
負
担

割
合
の
区
分
に
係
る
判
定
基
準
が
異

な
る
た
め
で
す
。

七
五
歳
到
達
前
後
で
、
保
険
料
の

算
定
、
徴
収
方
法
等
が
ど
の
よ
う
に
変

わ
る
か
を
Ｑ
Ａ
形
式
で
解
説
し
ま
す
。

患
者
の
自
己
負
担
割
合
に
つ
い

て
教
え
て
下
さ
い
。

診
療
を
受
け
た
と
き
に
患
者
が

負
担
す
る
一
部
負
担
金
等
の
割
合

に
つ
い
て
は
、
七
五
歳
前
後
で
変

わ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

a

七
〇
歳
以
上
七
五
歳
未
満
の

自
己
負
担
割
合

原
則
と
し
て
、
健
康
保
険
の
七

〇
歳
以
上
七
五
歳
未
満
の
被
保
険

者
の
自
己
負
担
割
合
は
、
標
準
報

酬
月
額
に
基
づ
き
決
定
さ
れ
、
そ

の
額
が
二
八
万
円
以
上
の
被
保
険

者
（
現
役
並
み
所
得
者
）
に
つ
い

て
は
三
割
、
そ
れ
以
外
の
被
保
険

者
は
一
割
負
担
が
原
則
で
す
。

し
た
が
っ
て
、
標
準
報
酬
月
額

が
二
六
万
円
以
下
で
あ
れ
ば
、
他

に
老
齢
給
付
、
家
賃
収
入
な
ど
定

期
的
な
収
入
が
あ
っ
た
り
、
養
老

年
金
な
ど
一
時
的
な
収
入
が
あ
っ

た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
負
担
割
合

（
一
割
）
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

s

七
五
歳
以
上
の
自
己
負
担
割
合

七
五
歳
以
上
に
な
る
と
、
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
と

な
り
ま
す
の
で
、
自
己
負
担
割
合

の
区
分
に
係
る
判
定
は
、
標
準
報

酬
月
額
で
は
な
く
、
原
則
と
し
て
、

所
得
額
に
基
づ
き
行
わ
れ
ま
す
。

①

現
役
並
み
所
得
者
（
住
民
税

の
課
税
所
得
が
一
四
五
万
円
以

上
の
被
保
険
者
と
そ
の
被
保
険

者
と
同
一
世
帯
に
い
る
被
保
険

者
）三

割
負
担
が
原
則
で
す
が
、
次

に
該
当
す
る
場
合
は
、
市
区
町
村

の
窓
口
に
申
請
し
て
認
定
を
受

け
る
と
一
割
負
担
と
な
り
ま
す
。

イ

同
一
世
帯
に
被
保
険
者
が

一
人
の
み
の
場
合
で
、
被
保

険
者
本
人
の
収
入
額
が
三
八

三
万
円
未
満
の
場
合

ロ

同
一
世
帯
に
被
保
険
者
が

一
人
の
み
の
場
合
で
、
被
保

険
者
本
人
と
同
一
世
帯
に
住

ん
で
い
る
七
〇
歳
〜
七
四
歳

の
人
の
収
入
の
合
計
額
が
五

二
〇
万
円
未
満
の
場
合

ハ

同
一
世
帯
に
被
保
険
者
が

二
人
以
上
い
る
場
合
で
、
被

保
険
者
の
収
入
の
合
計
額
が

五
二
〇
万
円
未
満
の
場
合

②

一
般
・
低
所
得
者

一
割
負
担
で
す
。

な
お
、
こ
こ
で
い
う
収
入
と
は
、

前
年
の
所
得
税
法
上
の
収
入
金
額

で
、
必
要
経
費
（
公
的
年
金
等
控

除
や
給
与
所
得
控
除
な
ど
）
や
所

得
控
除
を
差
し
引
く
前
の
額
を
い

い
ま
す
。

保
険
料
額
は
ど
の
よ
う
に
し

て
算
定
さ
れ
る
の
で
す
か
。

保
険
料
の
算
定
も
七
五
歳
前
後

に
分
け
て
決
定
さ
れ
ま
す
。

a

七
〇
歳
以
上
七
五
歳
未
満
の
場

合健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
七

〇
歳
以
上
七
五
歳
未
満
の
医
療
保

険
の
保
険
料
は
、
標
準
報
酬
月
額

に
保
険
者
が
定
め
た
保
険
料
率
を

掛
け
て
算
出
し
ま
す
の
で
、
給
料

の
他
に
収
入
が
あ
っ
て
も
保
険
料

額
に
は
影
響
し
ま
せ
ん
。

s

七
五
歳
以
上
の
場
合

後
期
高
齢
者
医
療
の
保
険
料
は
、

個
々
の
被
保
険
者
が
等
し
く
負
担

す
る
被
保
険
者
均
等
割
額
（
応
益

割
額
）
と
被
保
険
者
の
前
年
の
所

得
に
応
じ
て
負
担
す
る
所
得
割
額

（
応
能
割
額
）
の
合
計
額
が
、
被
保

険
者
単
位
で
算
定
さ
れ
ま
す
。

①
　
被
保
険
者
均
等
割
額

均
等
割
額
は
各
都
道
府
県
に

よ
り
異
な
り
ま
す
。
な
お
、
均

等
割
額
に
は
、
世
帯
の
所
得
額

に
応
じ
て
軽
減
措
置
が
設
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

②
　
所
得
割
額

被
保
険
者
の
算
定
対
象
所
得

に
保
険
料
率
を
掛
け
た
額
を
い

い
ま
す
。

所
得
割
額
は
、
次
の
計
算
式

か
ら
求
め
ま
す
。

｛
総
所
得
金
額
等-

基
礎
控
除

（
三
三
万
円
）
｝
×
所
得
割
率
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（
広
域
連
合
都
道
府
県
支
部
が
定

め
て
い
ま
す
）

ち
な
み
に
、
健
康
保
険
の
被
扶

養
者
で
あ
っ
た
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
の
被
保
険
者
に
つ
い
て
は
、

被
保
険
者
の
資
格
取
得
日
の
属
す

る
月
以
後
二
年
を
経
過
す
る
月
ま

で
の
間
、
そ
の
年
度
分
の
保
険
料

に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額
の
二

分
の
一
が
減
額
さ
れ
ま
す
。
た
だ

し
、
あ
く
ま
で
七
五
歳
到
達
時
に

お
い
て
健
康
保
険
の
被
扶
養
者
で

あ
る
こ
と
が
要
件
で
す
。

保
険
料
の
徴
収
は
ど
の
よ
う

に
行
わ
れ
る
の
で
す
か
。

七
五
歳
以
上
の
高
齢
者
の
保
険

料
は
、
個
人
単
位
で
計
算
さ
れ
、

納
付
義
務
も
個
人
が
負
い
ま
す
。

ち
な
み
に
、
徴
収
業
務
は
市
区
町

村
が
行
い
ま
す
。

平
成
二
十
一
年
四
月
以
降
、
特

別
徴
収
（
年
金
月
額
一
万
五
千
円

（
年
額
一
八
万
円
）
以
上
の
人
か
ら
、

年
金
支
払
の
都
度
天
引
き
す
る
方

法
）
の
対
象
と
な
る
高
齢
者
で
あ

っ
て
も
、
普
通
徴
収
（
納
付
書
に

よ
り
現
金
で
納
付
す
る
方
法
等
）

を
希
望
す
る
場
合
は
、
事
前
に
、

市
区
町
村
に
申
し
出
る
こ
と
に
よ

り
、
納
付
書
に
よ
り
納
付
す
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

た
だ
し
、
市
区
町
村
が
、
普
通

徴
収
に
よ
っ
て
徴
収
す
る
ほ
う
が

保
険
料
徴
収
を
円
滑
に
行
う
こ
と

が
で
き
る
と
認
め
る
も
の
に
限
ら

れ
ま
す
。

七
五
歳
未
満
の
健
康
保
険
の
被

保
険
者
の
保
険
料
の
徴
収
・
納
付

義
務
者
は
会
社
で
す
。

普
通
徴
収
者
（
七
五
歳
以
上
）

が
保
険
料
を
滞
納
し
た
と
き

に
は
、
ど
の
よ
う
に
取
り
扱

わ
れ
る
の
で
す
か
。

保
険
料
を
滞
納
し
て
い
る
被
保

険
者
（
普
通
徴
収
者
）
が
、
保
険

料
の
納
期
限
か
ら
一
年
が
経
過
す

る
ま
で
の
間
に
保
険
料
を
納
付
し

な
い
場
合
に
は
、
次
の
特
別
の
事

情
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
を

除
き
、
被
保
険
者
証
が
没
収
さ
れ

ま
す
。

①

保
険
料
を
滞
納
し
て
い
る
被

保
険
者
ま
た
は
そ
の
属
す
る
世

帯
の
世
帯
主
（
以
下
、
滞
納
被

保
険
者
等
と
い
う
）
が
そ
の
財

産
に
つ
き
災
害
を
受
け
、
ま
た

は
盗
難
に
あ
っ
た
こ
と
。

②

滞
納
被
保
険
者
等
ま
た
は
そ

の
人
と
生
計
を
一
に
す
る
親
族

が
病
気
に
か
か
り
、
ま
た
は
負

傷
し
た
こ
と
。

③

滞
納
被
保
険
者
等
が
そ
の
事

業
を
廃
止
し
、
ま
た
は
休
止
し

た
こ
と
。

④

滞
納
被
保
険
者
等
が
そ
の
事

業
に
つ
き
著
し
い
損
失
を
受
け

た
こ
と
な
ど
。

保
険
料
を
滞
納
し
、
被
保
険

者
証
を
返
還
し
た
と
き
に
は
、

治
療
は
受
け
ら
れ
な
い
の
で

す
か
。

被
保
険
者
が
被
保
険
者
証
を
返

還
す
る
と
、
市
区
町
村
は
そ
の
代

わ
り
に
被
保
険
者
資
格
証
明
書

（
以
下
「
資
格
証
明
書
」
と
い
う
）

を
交
付
し
ま
す
。
こ
の
資
格
証
明

書
は
、
被
保
険
者
証
と
異
な
り
、

診
療
を
受
け
た
と
き
に
は
、
医
療

機
関
等
の
窓
口
で
医
療
費
の
全
額

を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

患
者
が
自
己
負
担
額
を
除
い
た
残

り
の
九
割
（
現
役
並
み
所
得
者
は

七
割
）
相
当
額
の
給
付
を
受
け
る
に

は
、
改
め
て
「
特
別
療
養
費
」
の

請
求
手
続
き
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

な
お
、
市
区
町
村
は
、
資
格
証

明
書
を
発
行
す
る
前
に
、
有
効
期

間
（
市
区
町
村
に
確
認
し
て
下
さ

い
）
の
短
い
短
期
被
保
険
者
証

（
被
保
険
者
証
と
同
様
診
療
を
受
け

た
際
に
は
、
医
療
機
関
等
の
窓
口

で
一
割
（
現
役
並
み
所
得
者
は
三

割
）
相
当
額
を
負
担
す
れ
ば
よ
い
）

を
発
行
し
て
、
患
者
の
負
担
を
軽

減
し
て
い
る
よ
う
で
す
。

転
居
し
た
場
合
の
保
険
料
率

は
ど
う
な
る
の
で
す
か
。

同
じ
都
道
府
県
の
市
区
町
村
に

転
居
し
た
場
合
は
、
保
険
料
は
同

一
の
基
準
で
計
算
さ
れ
ま
す
の
で

そ
の
年
度
の
保
険
料
額
は
変
わ
り

ま
せ
ん
。
し
か
し
、
他
の
都
道
府

県
に
転
居
し
た
場
合
は
、
保
険
料

率
は
都
道
府
県
毎
に
異
な
る
た
め
、

転
居
し
た
住
所
地
で
新
た
に
保
険

料
が
決
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、

保
険
料
額
が
変
わ
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。

各
市
区
町
村
に
よ
り
算
定
方
法

な
ど
が
異
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す

の
で
、
詳
し
く
は
担
当
窓
口
に
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

Q
3

A
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A
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5

A
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派
遣
労
働
者
に
係
る
改
正

一
般
労
働
者
派
遣
事
業
に
雇
用
さ

れ
る
派
遣
労
働
者
の
う
ち
常
時
雇
用

さ
れ
る
労
働
者
以
外
の
人
に
つ
い
て

は
、
一
の
派
遣
元
事
業
主
に
六
カ
月

（
従
来
は
一
年
）
以
上
引
き
続
き
雇

用
さ
れ
る
見
込
み
が
あ
る
こ
と
及
び

週
所
定
労
働
時
間
が
二
〇
時
間
以
上

で
あ
る
こ
と
と
い
う
要
件
を
満
た
し

た
と
き
に
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
と

な
り
ま
す
。

派
遣
労
働
者
に
係
る
雇
用
関
係

は
、
派
遣
元
事
業
主
と
の
間
で
生
じ

る
た
め
、
被
保
険
者
と
な
る
か
否
か

の
判
断
は
、
派
遣
元
事
業
主
と
の
雇

用
関
係
に
基
づ
き
行
わ
れ
ま
す
。

ま
た
、
資
格
喪
失
の
手
続
き
に
つ

い
て
は
、
契
約
期
間
満
了
ま
で
に
次

の
派
遣
就
業
を
指
示
し
な
い
場
合
に

は
、
派
遣
労
働
者
が
同
一
の
派
遣
元

事
業
主
の
も
と
で
の
派
遣
就
業
を
希

望
す
る
場
合
を
除
き
、
契
約
期
間
満

了
時
に
被
保
険
者
資
格
を
喪
失
す
る

取
扱
い
と
な
り
ま
し
た
。

出産育児一時金の見直し

現在、医療保険制度（健康保険や国民
健康保険など）における出産育児一時金
は、産科医療補償制度に加入している病
院などで出産した場合には38万円が支給
されていますが、平成21年10月１日から
平成23年３月31日までの間については、
４万円引き上げられ42万円に、それ以外
も同様に35万円から39万円になります。
この他出産費用が原則として直接（現

金）払に変更になり、被保険者が医療機
関等の窓口で精算する際の一時的な負担
が軽減されます。ちなみに、出産費用が
42万円（39万円）以内であった場合には、
その差額分は、後日、被保険者が医療保
険者に請求することになります。
なお、このしくみを利用しない被保険

者は現行どおり窓口で請求額の全額を支
払い、後日、出産育児一時金の申請をす
ることになります。

短時間就労者の雇用保険の
適用基準が緩和

短時間就労者（１週間の所定労働時間が、
同一の適用事業に雇用される通常の労働者
の１週間の所定労働時間よりも短く、かつ、
40時間未満である人をいう）については、
労働時間、賃金その他の労働条件が就業規
則、雇用契約書、雇入通知書等に明確に定
められていると認められる場合であって、
次のいずれにも該当するときには、雇用保
険の被保険者として取り扱われます。
a １週間の所定労働時間が20時間以上で
あること。

s ６カ月（従来は１年。以下同じ）以上
引き続き雇用されることが見込まれるこ
と。
具体的には、次の場合が該当します。
①　期間の定めがなく雇用される場合
②　雇用期間が６カ月以上である場合
③ 短期の期間（６カ月未満。たとえば、

３カ月未満など。以下同じ）を定めて
雇用される場合であって雇用契約にお
いてその更新規定が設けられていると
き（６カ月未満の雇止め規定がある場
合は除く）
たとえば、最初に３カ月の雇用契約

をする際、次回の契約は更新する旨を
明示している場合など
④ 雇入れの目的、当該事業所において
同様の雇用契約に基づき雇用している
人の過去の就労実績等からみて、契約
を６カ月以上にわたって反復更新する
ことが見込まれるとき
⑤ ３カ月の契約を締結し、期間満了後
さらに３カ月の雇用契約を締結する場
合であって、雇入れ後６カ月以上引き
続き雇用された場合（その後の６カ月
間において離職することが確実である
場合を除く）
被保険者資格を取得するのは、⑤につい

ては就労期間が６カ月以上となった日、そ
れ以外は雇入れ時となります。




